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わが国における自動車流通と販売金融
――販売金融黎明期から法律施行期以前を中心として――
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はじめに
耐久消費財の普及には必ず何らかの契機や理由が存
在する。石川（2007）1）では，アメリカにおけるその
普及と消費者信用の展開について，19世紀初頭から
の動きを中心に，E. R. A.Seligman（1927）2）に基づい
て考察した。アメリカでは 19世紀半ば以降，家庭用
ミシンにおいて消費者信用が利用され，広く浸透し
た。20世紀になり，それ以前は富裕層しか購入でき
なかった自動車を，農業従事者や賃金・俸給生活者も
購入することが可能になったのは，消費者信用の発達
が大きな理由であった。特に自動車の場合，メーカー
の系列でなかったり，資本的な関係が薄い信用機関や
商業銀行による消費者金融の引き受けも消費者信用の
発達に大きく影響した。
一般的にマーケティングの歴史区分において，1920
年代を「高圧的マーケティング」の時代として，アメ
リカでは販売者が消費者に対して押し込み販売を行っ
ていた時期とされている。一方で，消費者の物質的生
活は，耐久消費財を入手・利用することで豊かになっ
た。したがって，マイナス面の評価，つまり，メー
カー側からのみマーケティング活動を観察するのでは
なく，受け手である消費者・ユーザー側の状況を観察
することも必要だろう。そして，双方を観察すること
で，マーケティング・サービスの提供者の視点だけで
はなく，提供される側の視点も加わることにより複眼
的な見方が可能となる3）。
また，前稿で残された課題は，わが国における耐久
消費財の普及と消費者信用システムの導入・展開で
あった。特に，わが国ではアメリカよりも遅れて近代
的な消費者信用システムが導入された4）。アメリカで
もそうであったが，わが国でも消費者信用が自動車販
売（流通）に導入されたことで，販売台数が増加し，
国産自動車メーカーが成長した要因の 1つとなった。
そこで本稿では，わが国の自動車流通における消費
者信用の導入・浸透を中心に取り上げる。第二次世界
大戦後，消費ブームとなった「三種の神器」や「3C」
の 1つの商品（製品）である自動車を取り上げること
は，他の商品普及においても示唆が与えられ，商品の
魅力だけではなく，消費者に対して販売する（消費者
側からいえば購入する）1つの動機づけが明確にな
る。また，自動車は現在でも多くの消費者にとって
は，住宅（マンションや戸建住宅）と並び，相変わら
ず多額の出費を要する耐久消費財である。本稿は 50
数年前の考察を中心とするが，自動車メーカーや自動
車ディーラー（以下「ディーラー」）にとって，現＊ 専修大学商学部准教授
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在，販売台数が国内市場で伸び悩む状況のなか，顧客
に購入してもらう環境づくりを改めて問い直す契機に
もなるだろう。
そこで，わが国における消費者信用黎明期について
概観した上で，1940年代後半からの自動車販売不況
に陥った状況，それによって高まった割賦販売に対す
る関心や自動車メーカーによる販売金融会社設立の機
運について取り上げる。また，浸透した消費者信用シ
ステムについて，ほぼ時系列的に考察を行っていきた
い。先にも述べたように，消費者信用というシステム
の提供者側からのみ観察するのではなく，それらを利
用する消費者・ユーザーの視点も積極的に取り入れて
いくことで，複眼的な視角を意識していきたい。
Ⅰ わが国における割賦販売（賦払信用）黎明期
1 割賦販売の起源と展開
（1） わが国における割賦販売の起源
わが国での賦払販売の起源は，鎌倉時代に遡り，無
尽・頼母子講に求められることが多い。無尽・頼母子
講は，複数の個人や法人が講等の組織に加盟し，一定
あるいは変動した金品を定期，不定期に講等に支払
い，入札や抽選によって金品の給付を受けるシステム
である5）。鎌倉時代以降，これが広く庶民の間に浸透
し，江戸時代には盛んに行われていたといわれる6）。
そして，江戸時代に割賦販売は，輪島，根来等の漆
器・塗物の販売，唐津，瀬戸等の陶磁器の販売，布
団・蚊帳等の販売に利用されていた7）。
中世から近世にかけて，わが国での消費者に対する
与信には 2つの形態があった。1つは，いわゆる掛売
りである。掛売りは後払いまたは分割払いの慣行であ
り，特に日用品の販売において，売り手がその買い手
に対して行った。これは売り手である商人と比較的固
定化した顧客との間で，商品価格が顧客の所持金を超
える場合に，商人が不足金の繰延払いを許容する単純
な形態であった。江戸時代になると，掛売りは盆・暮
れの年 2回払いが定着した。また，近代以降，給与生
活者が増加したことで，月単位の通帳払いが浸透し
た。これらはわが国独特の商習慣として，第二次世界
大戦以前まで広く行われていた。このような取引が継
続できたのは，商人が特定の顧客を上得意と認め，一
方で顧客も，年 2回あるいは毎月の支払を守るとい
う，信用観念が相互にあったためである8）。もう 1つ
の与信形態は，金銭貸付である。これは質物を担保と
して金銭を貸付ける営業質に代表される貸主信用であ
る。通常，営業質は貸付金銭が個人の退蔵金であり，
貸付額は経費を要する少額であるため，一般的に利息
は高利になった9）。現在では個人に対する信用は高額
になる場合があるが，当時としてはそれほど高額でな
かったことから，このような与信で事が足りていたの
であろう。
（2） 近代的割賦販売の開始と進展
割賦販売の一形式であり，毎月の分割払いである月
賦は，近代的割賦販売として，1901年にアメリカの
シンガーミシン（Singer）日本支店によって導入され
た。しかし，それよりも以前の 1895年，既に愛媛県
越智郡桜井町の丸善呉服店が月賦販売を行っていたと
いう記録もある10）。シンガーミシンが導入した割賦販
売は，消費者の高額商品購入に適していた。割賦販売
は，アメリカでは耐久消費財の普及を促進させた販売
方法であったが，わが国では第二次世界大戦以前は，
それほど耐久消費財の普及においては効果的なもので
はなかった。それは国民が割賦販売を利用して生活の
向上を図れるほど，豊かではなかったからである11）。
つまり，割賦販売の利用にはある程度の経済水準が保
証されなければならない。
20世紀に入ると，割賦販売は次第に盛んになり，
月賦百貨店が次々に開店し，家具や衣服等が販売され
た。第一次世界大戦後の恐慌，関東大震災，1920年
代半ばの不景気により，割賦販売は一般に浸透し，ピ
アノ，オルガン，ラジオ，書籍，金銭登録機，電気・
ガス器具，医療機械，電話，自動車等に拡大した12）。
当時の割賦販売が，どのような形態で行われたかは詳
らかでない部分が多い。しかし，当時の契約書によ
り，当事者双方を区分すると次の 3つのタイプとな
る13）。
1） 小売店  消費者
2） メーカーまたはその販売会社  消費者（金銭
登録機，ミシン，医療器具等）
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3） 同種ディーラーによって会員組織を形成した組合
 消費者（自転車，陶磁器，靴等）
少し時間が経過して，1934年に東京市役所が実施
した「割賦販売に関する調査」では，東京市では約 1
万店の小売店が割賦販売を行っていたと推計され，割
賦販売高は小売売上高の約 8％を占めていた14）。この
調査は，割賦販売を採用する小売店 977店の実態をよ
り詳細にしたものであり，宝石（92％），ミシン（85
％），女性用衣料（40％）で割賦販売の割合が高かっ
た15）。この調査からわが国の割賦販売が，1920年代
半ばから 30年代にかけて，数字上の解釈になるが，
発展したことが推察される。
また，第二次世界大戦以前のわが国において発達し
た割賦販売には，2つの特徴があった。1つは，割賦
販売が質の良くない商品を低所得の消費者に販売する
手段として用いられたことである。これによって大部
分の消費者は，割賦販売に対して否定的なイメージを
持つようになった。もう 1つは，非公式な基準により
与信され，金融機関やメーカーではなく，ほとんどが
小売店によってそれが行われたことである。大部分の
場合，正式の契約上の取り決めは要求されなかっ
た16）。したがって，第二次世界大戦以前のわが国の割
賦販売は，消費者にはネガティブなイメージを持たれ
るものであり，小売店が販売促進の手段として，個々
に採用したところにわが国の特徴があろう。
2 第二次世界大戦以前の割賦販売の特徴
（1） 割賦販売の時期区分
割賦販売には多くの解釈があるが，品田（1960）は
割賦販売を大きく 2つの時期に区分している。その区
分は，陳腐的割賦販売と近代的割賦販売とされる。2
つの種類の割賦販売については，＜図表 1＞の通りで
＜図表 1 陳腐的割賦販売と近代的割賦販売＞
陳腐的割賦販売 近代的割賦販売
1） 自動車産業の生成発展以前である 1800年代までの非近代
産業を経済的基盤とし，いまだ割賦販売に関する金融制度が
確立していなかったこと
2） 工場制大量生産製品以前の商品である家具，ミシン，ピア
ノ，書籍，宝石のような比較的耐久性のある高価な商品のみ
が一部人々に対し，わずかに割賦販売されたこと
3） 小商人が，自己資金を限界として小規模に個人的に行った
こと
4） 割賦販売契約は，特定の小商人と買い手との私的で法的規
制のない特約に過ぎなかったこと
5） 売り主は，割賦払いの特約で，買い主に個人的信用を供与
する関係上，その危険を負担し，特権に対する反対給付を要
求するため，諸種の手段と特別な利益とを必要と考え，割賦
販売契約が買い手に対し，売り主の一方的な要求を満たすも
のとして作成されたこと
6） 資力のない買い手に対する小売商の私的割賦販売債権は，
行商人自身の主観的判断からは，人間的関係を通じて，確実
に回収可能とされていたが，社会的には安全性を欠く，危険
な債権としか考えられなかったこと
7） 割賦販売債権は，通常の売掛金より，支払期間が長く，小
売商人の資産を固定化するものとなったこと
1） 自動車産業の生成発展以後である 1900年以後の近代産業
成立を経済的基盤とし，割賦金融制度の社会的に確立してい
る経済機構のもとにおけるものであること
2） 割賦販売される商品種類は自動車，テレビ，電気洗濯機，
電気冷蔵庫等のマスプロ製品を根幹とし，あらゆる商品に及
び大衆の需要品化を目途に積極的に販売される
3） 近代大規模企業は，原価引下げ・大量生産・販売・利潤増
大化を要求し，不可避的な過剰生産，過少消費を緩和するた
め割賦販売する。それは社会的な金融制度として，銀行→金
融会社→業者→購買者という一連の有機的な仕組みにより，
金融機関が指導・支配的に販売信用を行う金融制度
4） 近代資本主義の経済機構における割賦販売契約の法的意義
は取引大量化・集団化で，取引の個性が失われ，契約自由の
自由性が喪失し，割賦払い約款で附合契約化された売買の一
類型と見られること
5） 金融機関支配下による近代割賦販売を附合契約化する割賦
払い約款の基本的な内容の特色は，強力な債権保障方法にあ
ること
6） 割賦販売業者が割賦販売の際，通常買い手からの受取手形
を直ちに金融機関で割引くことを前提とすること。つまり，
割賦販売契約は，金融機関で手形が割引される条件を満た
し，予め金融機関の意図の下に業者により作成され，近代割
賦販売業者は金融機関の窓口業務を担当する
7） 割賦販売業者が，割賦販売により取得する受取割賦販売手
形は，割賦販売契約自体に規定される支払期間に関わらず，
金融機関で随時資金化される融資手段のため，通常の売掛金
より，換金性が高く，会計上は販売業者の流動資産と思考さ
れる
（出所）品田誠平（1960）『割賦販売会計』中央経済社，pp160―162 より筆者作成
53わが国における自動車流通と販売金融
ある。
図表 1からは，陳腐的割賦販売制度と近代的割賦販
売制度を時期区分する基準としたのは，①開始時期，
②割賦販売の規模，③割賦販売の主体（担当機関）
④割賦販売される対象商品，⑤割賦販売の条件，⑥金
融制度の成立，⑦法的整備等であろう。これらの点か
ら割賦販売の発達が，多面的に観察できよう。
（2） 消費者信用法
消費者信用法は，伝統的な法分類で区分する場合，
売主信用法と貸主信用法に区分される。売主信用法
は，売主が売買代金について買主に信用を付与する形
態が原型である。ここでの売主信用法は，取得した商
品対価として消費者が負担した債務について，消費者
を信用の受け手とする契約に関する法である17）。
先にも取り上げたように，消費者信用は，導入当初
は小売業者による掛払いとして行われ，歳末や盆と暮
れ 2回に回収する節季払いであった。その後，毎月末
に回収する月末払いになった。現在では，これに代
わってクレジットカードの利用や割賦販売が増加し，
銀行ローンなど金融機関による消費者金融も浸透し
た。
Ⅱ 自動車販売における割賦販売の導入と展開
1 アメリカにおける自動車割賦販売の開始
アメリカにおける割賦販売の歴史は，19世紀初頭
に農機具発明家であったマコーミック（McCormick）
が，収穫時期によって支払能力に差がある農民に対し
て行ったことに始まる。これにより近代的農機具の普
及と農業の機械化に大きく貢献した。小売業では，
1807年に The firm of Cowperthwait & Sonsによる家
具専門店が，比較的高級な家具を割賦販売により販売
した18）。メーカーと小売業という主体は異なっている
が，アメリカでは 19世紀初頭には割賦販売が採用さ
れていた。
20世紀初頭になると，自動車における割賦販売が
アメリカでは，システムとして形成された。当初，自
動車の割賦販売を金融面で主として支援したのは，自
動車メーカーであった。耐久消費財の購入支援は，銀
行などの金融機関が行うのが一般的であるが，当時の
銀行は，自動車は娯楽品や贅沢品と認識し，個人の自
動車購入に金融を行うことは，節約精神を失わせ，不
道徳であるとして回避していた。このような状況か
ら，自動車に対する消費者金融は，自動車メーカーが
直接，金融会社を設立し，消費者信用と自動車ディー
ラーに対する卸売信用業務を行った。
General Motors（GM）は，1919年に子会社である
General Motors Acceptance Corporation（GMAC）を
設立した19）。GMACの活動は，GMがディーラーに
金融を行い，販売支援を行っただけではなく，GMの
顧客を高金利から守り，新車・中古車流通に貢献した
面があった。また，GMは月賦販売（GMAC・time
payment plan）を開始する際に，著名な経済学者であ
り，The Economics of Instulment Selling（1927）（『月
賦販売の経済学』）を著した Seligmanに，自動車の消
費者信用に関する研究を依頼した。そして Seligman
は，賦払信用は貯蓄動機を高めるだけでなく，個人の
貯蓄能力も高め，需要時期を早め，実際の購買力を増
加させることで，生産の安定と増加のため，割賦販売
における金融コストを上回る利益があることを指摘し
た20）。これにより実態面だけではなく，理論的な面か
らも，割賦販売を導入する合理性が得られたといえ
る。
アメリカでは，フォードが 1908年にModel−Tを発
売し，その後，大量生産により価格を次第に低下させ
ていったが，GMは自動車価格だけでなく，スタイル
やボディカラーにより製品差別化を行うマーケティン
グを実施したため，20年過ぎからは，両社の販売競
争が激しくなった。23年には，アメリカでは自動車
総数が約 364万 4000台となり，6人に 1人が自動車
を所有するようになった。既に自動車販売では月賦制
度が主な形態となり，乗用車の 75％，貨物自動車の
90％が月賦販売で販売された21）。また，割賦販売は
相当な重要性を持ち，割賦販売条件の変化は，自動車
需要にかなりの影響を及ぼすようになった。アメリカ
の自動車工業を研究している一部エコノミストは，第
二次世界大戦以前からの見解として，割賦販売条件を
緩和することは，より消費者・ユーザーに自動車を購
入させることではなく，むしろ自動車を買いたいと考
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えていた消費者・ユーザーに，より高級な車を購入さ
せることであるともいっている22）。つまり，この頃に
なると，既に所有していた消費者・ユーザーは，より
グレードの高い自動車を求めるようになり，このよう
な顧客に割賦販売が貢献するようになったという指摘
である。
さらに代替車を購入する場合，分割払いの頭金代わ
りに古い車を差し出す習慣が自然と定着し，自動車の
下取り制度が形成された23）。このようにして，販売に
おいては割賦販売，そして，メーカーやディーラーが
顧客に買い換えを促進してもらうために，下取りとい
う自動車独自のマーケティングが取り入れられた時期
であった。
2 わが国における自動車割賦販売の黎明
（1） 外車購入における割賦販売
わが国で自動車を分割払いによって購入したのは，
京都の二井商会（設立者福井九兵衛，坪井菊治郎）で
あった。二井商会は，1903年 9月にアンドリュース・
ジョージ商会の代理人から 2人乗りのトレド蒸気自動
車 2台を購入し，乗合自動車営業を開始した。当時の
価格は 1台 2500円であった。福井らは，外国人と直
接取引するのは危険と判断し，貿易会社であった大沢
商会社長大沢善助の仲介により，4000円で 2台購入
した。支払条件は手付金 500円，車両引渡し時に 2000
円，残金 1500円は約束手形 5通の 6ヶ月分という条
件で，その代金は大沢商会に支払った。これはディー
ラーから直接月賦で購入したものではなく，一般に行
われていた商取引上の販売方法であった24）。
わが国では 20世紀のはじめ頃までは，アメリカで
の自動車普及段階以前の認識と同様に，自動車は富裕
者の一種虚栄的な性格を満足させる程度の用途に過ぎ
なかったが，欧州大戦25）勃発により，産業界に大きな
変化が起こった。また，欧州大戦はわが国の経済に好
況をもたらし，それが自動車業界にも波及し自動車の
ユーザー層が拡大した。さらに第一次世界大戦後，タ
クシーの前身であった貸切自動車業が隆盛した。しか
し，貸切自動車の営業者には資力がなかったため，協
定による分割払いが考案された。ディーラーも，在庫
の処理方法として分割払いを強調し，一種の月賦販売
が行われるようになった。この当時の割賦販売は，名
目上の月賦販売で，大体は 3回払いであり，保証人が
必要であった。購入者も無謀な取引はしなかったた
め，これによる紛争はほとんどなかった26）。つまり，
自動車流通において割賦販売の導入初期には，それほ
ど割賦販売を行う主体がリスクを負担したがらない傾
向にあったため，消費者・ユーザーにとっても，それ
ほど魅力的な購入方法としては理解されなかったこと
がわかる。
（2） 月賦販売採用業者の登場
1918年 12月，藤原俊雄らが東京市麹町区有楽町 1
丁目 5番地に，資本金 400万円の内外興業株式会社を
設立し，欧米の機械・建築材料の他，自動車はパッ
カードを主として，シボレー，ページなどを輸入して
月賦販売を開始した。内外興業の月賦販売条件は，過
去 2年間ハイヤーの運転を経験した者で，自動車価格
の半額を支払えば，自動車の所有権が与えられた。ま
た，保証人は不要で，残金は 12ヶ月の月賦返済で
あった。パッカードやページは，4000～5000円程度
の中級自動車で，その半額を一時払いするとハイヤー
業が開業可能であった27）。
内外興業に続いて月賦販売を開始したのは，日本自
動車学校校長であった相羽有であった。相羽は 1923
年 1月，東京府荏原郡蒲田新宿 10番地に富小路浜次
郎，山口安之助らと資本金 20万円の日米スター自動
車株式会社を設立し，自動車販売を開始した。スター
自動車は，キャデラックやオークランド，オールズ
モービルというW. C. Durantが製作した大衆車を扱っ
た。当時，スターター，予備席付 7人乗り自動車が
2500円で，フォードよりも低価格であった。相羽が
経営する自動車学校の卒業生には，卒業後，個人タク
シーやハイヤー業を希望する者が多かった。しかし，
彼らのほとんどは現金で自動車を購入する経済力がな
かった。そこで相羽はそのような卒業生の要望に応え
ると同時に，スター自動車の販売促進にもなるため
に，月賦販売を採用した28）。相羽は，まず 15台を月
賦で販売したが，当時の月賦販売の法的不備につい
て，「若し当時の米国の如くに立て替え支払をする会
社が存在するならば，10倍近い申込があった事実か
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ら見て，現在の 5倍，10倍する自動車が販売できる
と断言できる。最近の専門雑誌オートモービル・ト
レード・ヂャーナル誌によれば，月賦金が 30日以上
支払い遅延になった場合は，その契約に基づき随意に
処分し得るという米国控訴院の判決例が示されたが，
わが国の現行法では抵当権の設定が完全に実施し得ら
れないため，その質権者の名義を保持し，所有権の移
転を完済後に待つという不便を免れないため，法律
上，経済上の両方面より見るも，多数の希望者に満足
を与えられないのが遺憾である」29）と述べている。
このようにアメリカの当時の状況とは異なり，わが
国ではディーラーに月賦販売のリスクがあった。特に
問題であったのは，それは事故を起こしても車両が当
人所有になってないため，被害者は自動車を差押える
ことができなかったことであった。そこで相羽は，1
ヶ月間の保険料を定価に加算し販売した。相羽の月賦
販売は好調で，24年 2月には，さらに資本金 30万円
の第二日米スター自動車株式会社を設立するに至っ
た30）。相羽の事例に過ぎないが，ディーラーが販売し
やすい，消費者・ユーザーが購入しやすいシステムを
整備すれば，相変わらず問題は残ったが，販売促進は
可能であることが示されたといえよう。
そして，1923年 9月 1日に発生した関東大震災を
契機として，ハイヤー，タクシーその他の自動車事業
において，外車輸入と販売競争が激化した。特に
フォード・シボレーの大衆車は，わが国の自動車市場
の拡大と販売チャネル網形成のために，日本フォー
ド，日本ゼネラルモーターズ（以下「日本 GM」）を
設立した31）。わが国でも第一次世界大戦後から 1920
年代半ばにかけて，自動車販売に割賦販売という方法
が用いられ，自動車販売業が成長した。この時期は，
自動車がわが国では富裕者層の玩具的なものから，
人々や物の移動に使用用途が転換される転換点であっ
たといえる。
3 わが国における外資系自動車メーカーの割賦販売
（1） 外資系メーカーによる自動車販売システムの形
成
わが国ではアメリカ系自動車メーカーによって自動
車の販売金融システムが導入される以前に，内外興業
や日米スター自動車のように，規模としては微々たる
ものであったが，自動車月賦販売が既に開始されてい
た。
アメリカ系自動車メーカーは，わが国で KD（ノッ
クダウン）生産を開始するため，1925年 2月，フォー
ドが横浜に日本フォード，27年 1月，GMが大阪に
日本 GMを設立した。これに対抗するかたちで，国
産自動車会社の育成がはじまった。
フォード，GMは優良ディーラーを傘下におさめ，
系列による自動車販売組織を確立するため，激しい争
奪戦を展開した。そのため，自動車流通においては
1920年代後半から，外資系 2社により，比較的初期
に近代的・合理的な仕組みが作られた。1つは，販売
活動の基本となる特約ディーラーを全国主要都市に配
置し，各地のフランチャイズが元売り 2社からの自動
車を買取り，消費者・ユーザーに販売することであっ
た。日本フォードは全国で 13社と販売契約を締結し
たが，最盛期には，約 90社に増加した32）。日本 GM
のディーラーも 1932年頃には約 70社になり，日本の
自動車ディーラーはこの 2系統に区分された33）。これ
らのメーカーは本国では地域を区分することによっ
て，ディーラーを配置するという政策を行っていた
が，わが国においても全国各都道府県に特約ディー
ラーを配置した。このシステムは，現在でもわが国自
動車メーカーの主要なディーラー政策となっている。
もう 1つは高額商品である自動車を購入するにあた
り，新たな市場を創出する仕組みとして消費者金融・
販売金融をアメリカ同様に用意したことであった。
（2） 川崎銀行による融資と外資系メーカーの小売金
融への参入
外資系メーカー 2社がわが国にもたらしたフラン
チャイズ協約によるディーラー・システムは，大量販
売をするための市場創造方法の 1つに過ぎなかっ
た34）。市場創出には，間接的消費者金融である販売金
融が必要であった。それは高価な耐久消費財であった
自動車の商品特性と，当時の自動車産業に対する信用
の低さを克服するために必要であった35）。一方，当
時，わが国では銀行が消費者への月賦販売等の信用を
行わなかったため，家庭用ミシン，嫁入り道具，住宅
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などの高額商品では，既に独自の月賦制度が採用され
ていた。それぞれにリスクはあったが，顧客が購入し
やすいシステムを形成した企業の売上高は伸張し
た36）。ここでは製品において，新製品開発や新技術に
よってではなく，消費者・ユーザーが購入しやすい
マーケティング・システムを採用した企業の売上高が
伸張したことから，マーケティングにおける先発者優
位であったととらえることもできよう。
そして，1927年以降，外資系メーカーはわが国で
大量生産をすることで，以前よりも数倍の自動車を販
売しなければならなかった。自動車購入者の約 70―80
％が資金力のないタクシー事業者であったため，自動
車の月賦販売が必要となった37）。そこで川崎銀行は，
27年にアメリカで行われていた月賦制度を模倣し
て，自動車月賦手形割引制度を開始した。外資系
ディーラーから消費者・ユーザーに販売する場合，最
初は現金販売の形をとり，それから川崎銀行の金融介
入段階を経て，外資系販売金融機関であるメーカー自
体の小売金融への介入という段階となった。自動車の
小売金融が起こった理由は，次の通りである38）。
1） 自動車が高価な耐久消費財であり，ユーザーに
とっては一時に現金払いすることが困難であること
2） 小売金融の利用によって市場創出を目指す外資系
企業の思惑があったこと
小売金融において，商業銀行の介入は販売金融の制
度化に影響を与える。しかし，当時のわが国では，商
業銀行の自動車産業に対する評価が低かったために期
待できなかった。それは商業銀行の営業政策面での保
守性，外資系という特殊な形態，また新興産業として
の自動車産業のリスクの高さにあった。したがって，
アメリカと異なり，わが国では独立系販売金融会社39）
の出現がなかった。
川崎銀行が新事業として開始した自動車月賦手形割
引制度ではあったが，すぐに手を引くことになった。
川崎銀行の失敗理由については，次の 2点が指摘され
ている40）。
1） 自動車月賦の相手であるタクシー業者がほとんど
無資産者であった
全国各地に自動車学校または自動車運転手養成所が
設けられ，毎月数百人の運転資格者を輩出したが，彼
らは 200―300円の授業料を納め，3―4ヶ月の習得に
よって自動車運転者の資格を得た 20歳前後の青年で
あった。彼らが月賦による購入対象者となった。
2） ディーラーは，自動車を販売することのみに集中
し，保証人の適格性を見極めることなく，申訳的に
10円を投じて興信所の信用調査をするだけですぐ
に 2000円～4000円の自動車を引き渡したため
月賦販売の裁決は販売責任者が行ったので，販売成
績のみに走り，すぐに不良手形が嵩み，手形の悶着が
連日起こった。
以上の理由からわかることは，新システムを導入す
る際には，新システムを提供する側の論理である，収
益への期待のみから判断するのではなく，特に利用す
る側である消費者・ユーザーが新システムを受け入れ
ることができる状況にあるかを観察しなければならな
いということである。特に経済的な面ではそうであ
る。また，そのシステムを仲介する機関の体制につい
ても，考慮しなければならない。
（3） わが国での外資系メーカーによる販売金融会社
の設立
後で取り上げるが，自動車流通においてはわが国で
は独立系販売金融会社の生成を妨げる要因があったこ
とから，外資系企業のマーケティング戦略の一環とし
て自らが販売金融へ進出するようになった41）。シン
ガーミシンがアメリカで開発した割賦販売をわが国に
導入したのと同様に，日本フォードと日本 GMは，
1930年代初期に彼等が輸出した自動車金融支援のた
めに自身の消費者金融会社を設立した42）。また，日本
GMは自社ディーラー救済の意味もあり，27年 8月，
General Motors Acceptance Corporation（GMAC）日
本支店を設立し，販売代理店に月賦販売の保障を行う
ようになった。日本フォードも28年6月，日本フォー
ド金融株式会社（資本金 20万円）を設立して，わが
国では自社製品に限って自動車の月賦販売を本格的に
行うようになった43）。日本フォードのディーラーの月
賦販売方法は，次の通りであった。
1） 月賦販売契約書を作成
2） 10ヶ月払いには頭金 5割（のち 2割，頭金無し）
を支払った残額を 10枚の約束手形を切ってもらう
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① ②
日本GM社
日本GM金融会社
⑦
⑥
③
⑤
⑧ ⑨
ディーラー ●
● 裏書
ユーザー
車両の流れ 資金の流れ 手形の流れ
④
3） 未完済期間の万一のために車両預証を取る
4） 保証人または担保を立てる（但し，タクシー個人
営業等の無資産者の場合，形式的なものが多い）
5） 万一のため廃業届，車両検証返納届，車庫がある
場合はその承諾書を取る
6） 印鑑証明書を取り，さらに公正証書作成の委任状
を取る
以上のように，月賦車両の転売，詐欺，横領を防止
する仕組も形成された44）。
一方，日本 GMの月賦販売方法は，図表 2のよう
に図示される。
以上のことからわかることは，日本フォードと日本
GMの月賦販売方法にはそれほど大きな違いがないこ
とである。違いといえば，頭金の額，残金の支払期間
程度である。これらについても，消費者・ユーザーの
購入しやすさの面からは，当時においてもそれほど大
きなものではなかったと推察される。それは，頭金の
額が少ない方が購入はしやすいが，残額の支払期間が
1年足らずという期間ではそれほど大きな差は出ない
ためである。
（4） 外資系メーカーの販売金融による影響
外資系自動車メーカーの販売金融制度は極めて厳格
なものであった。月賦手形がディーラーの裏書によっ
て行われ，手形が期日に決済されなかった場合，
ディーラーの特約販売契約は解除された。しかし，当
＜図表 2 日本GMの販売金融システム＞
①車両を日本GMからディーラーに出荷する
②ディーラーは車両仕入代金を原則即金で支払う
③ディーラーはユーザーに納入する
④ユーザーは代金の 1 / 3 の頭金をディーラーに支払う
⑤残金 2 / 3 とその金利（大体最低日歩 10 銭）については 12 ヶ月の月賦手形を振り出す
⑥⑦ディーラーは同月賦手形を日本GM金融会社に持ち込み割引を受ける（日歩：4銭 8厘 ＊日本フォードの場合も同日歩）
⑧日本GM金融会社は月賦手形振出人であるユーザーから期日に取り立てる
⑨ユーザーが入金する
（出所）四宮正親（1984）「戦前の自動車産業－産業政策とトヨタ」『西南学院大学大学院経営学研究論集』第 3号，p139
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時，わが国では割賦販売に対する法制がなく，質権設
定が認められなかったため，月賦未済のまま自動車を
他人に転売しても月賦に対する法的な保障がなかっ
た45）。そのため自動車の転売が頻発したことで，
ディーラーは月賦未済車の転売防止のため，車両預証
をとるようになった46）。しかし，その後も割賦販売は
あくまで商習慣として認められていたに過ぎず，割賦
販売が法制化されたのは，第二次世界大戦が終了し，
しばらく経った 1961年 7月になってからであった。
ディーラーの無責任さのため，信用失墜を招来し，
銀行などの金融機関は自動車への販売金融から相次い
で撤退した。結局，金融面の支援を喪失したことで，
日本フォードと日本 GMの販売には，大きな影響が
出た。また，1929年からの金融恐慌が重なり，全国
でアメリカ車ディーラーの約 1割にあたる 20数店が
閉店した。手形知識がほとんどなく，タクシー業に進
出する者が多かったため無理もない面があった。さら
にそこには外資系ディーラーの販売成績のみに走ると
いう行動もあった47）。結局，金融会社の手持ち不良手
形は増加し続け，31年初頭には日本 GMは約 800万
円，日本フォードは約 1200万円に膨れあがった48）。
さらにディーラー側の不良債権も増加した。
以上のような状況から，日本興業銀行は 1934年に
自動車金融に参入した。しかし，手形割引日歩は日本
フォード，日本 GMの 4銭 8厘に対し，年 7分 3厘
という高利であったため，ほとんど利用されなかっ
た。日本フォード金融，日本 GM金融は，月賦市場
へ膨大な資金を放出したが，一方でディーラーの自動
車大量引き受けを条件とした。そして，ディーラーは
車両販売ではなく，月賦金利で利益を出そうとした。
ディーラーは各メーカーから 4銭 8厘の金融を受け，
これを利用して日歩 8銭，地方では 4～20銭程度の
マージンを取った。自動車価格 1台 3500円に対し，
実際の販売手数料は 15―22％であったが，販売責任過
多で 7―8％程度にしかならなかった。また平均 7％と
すると 245円の手数料に対し，頭金無しの 10ヶ月の
月賦とし，15銭平均の日歩金利とした場合，871円 25
銭の金利となり，金融会社の金利を差し引いても 650
円の利益となった49）。したがって，自動車販売におい
ては，マージンを得ることが期待できなくても，月賦
金利を稼ぐことに傾注するディーラーが増加した。
また，日本フォードと日本 GMは，自社の出張員
（field man）を直接ディーラーへ派遣し，ディーラー
の販売員や経営責任者を更迭し，月賦制度の強化を
図った50）。特に小売金融の場合，ユーザーの信用調
査51），月賦金回収，事故に対する保険，契約不履行時
の自動車処理などの問題があった。当時，わが国では
それらに対して十分な対応ができず，その問題に対す
る制度的・法律的枠組みが全体として成立するのは，
割賦販売が自動車や家電製品など耐久消費財部門にお
いて本格的に採用された 1950年代以降であった。た
だ，1930年代半ばには，わが国における自動車販売
台数の約 70～80％が月賦販売であった52）。そのため
に間接的消費者金融である販売金融が，アメリカ車の
需要拡大とその知識の普及に大きな役割を果たしたと
いえるだろう53）。
次第に自動車金融に銀行等が着目し，1936年以降
国産車の軍用車両需要に対応することで，一般車両は
減少したが，自動車販売は少しずつ正常化されていっ
た。日本フォード金融は，特約ディーラーに対する卸
売金融，フォード車購入者への小売金融は，特約
ディーラーに対して自動車を販売する際，80％を為
替手形（1―3ヶ月決済）で受領し，残額 20％は車両
と引き換えで受領した。購買者への金融は，購買者は
賃貸借契約で車両の所有権は特約ディーラーが持ち，
買値の一部を毎月賃借料として予め発行した約束手形
に対して支払い，特約店は裏書きして日本フォード金
融に譲渡し，実際の取り立ては銀行を経由してフォー
ド金融が実行する形式をとった。日本 GM金融も同
様の仕組みであった54）。
（5） トヨタの販売金融
1935年に日本 GMからトヨタに移籍した神谷正太
郎は，ディーラーとの関係強化を図る一方で，外資系
メーカーに対抗するために，価格戦略と販売金融とい
うマーケティング面に力を入れた。例えば，発売当
初，トヨタの G1トラックは，工場引き渡し価格が同
種のアメリカ車よりも 200円安い 2900円に設定され
た。この価格設定は生産コストから考えると相当な赤
字であった。しかし，この価格設定の意図は，「でき
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るだけ安価に市場に提供することによって，需要を呼
び起こす。需要が多くなれば，大量生産が可能となる
から，やがて採算点に達することができる」55）ことに
あった。ここには，コストを積み上げて販売価格を決
定するコストプラス法による価格設定ではなく，顧客
が購入しやすい価格を販売価格として設定するという
発想があったことが注目される。さらに購入しやすく
するために，販売金融を行うという 2段構えのマーケ
ティング手法を採用したのである。
また，神谷は日本 GM社時代の経験から，大衆車
販売には割賦販売の採用が不可欠であることを痛感
し，わが国のように消費者金融が未発達な国では，自
らが金融機関を設置して，割賦販売の円滑化を図らな
ければならないと考えていた56）。豊田喜一郎も，神谷
の考えに同調し，金融会社設立の方針を決めた。1936
年 10月，（株）豊田自動織機製作所の取締役会は，ト
ヨタ金融（株）の設立を議決し，10月 31日に発足
し，豊田利三郎が社長に就任した。神谷自身は同社の
経営に直接関わらなかったが，月賦金融業務に精通す
る治郎丸友恒を日本 GM金融（株）から招き，新会
社の実務を担当させた。トヨタ金融（株）は，日本
フォードと日本 GMに対抗して 12ヶ月の月賦販売を
行い，トヨタの新車だけではなく，トヨタの各ディー
ラーが下取りした各種の中古車に対しても月賦金融を
実施した57）。しかし，1937年 9月の「臨時資金調整
法」の公布によって，同社の活動は大きく制限され，
事実上，機能停止に追い込まれた58）。このような局面
になると，いかに個別企業における事業活動に対し
て，戦時体制や法制の影響が大きいかを認識すること
になる。
Ⅲ 第二次大戦後における自動車割賦販売の再開
1 ドッジラインによる自動車産業への影響
第二次世界大戦後は，極端な物資不足，配給統制や
価格統制の存続，資本の不足と高金利等で，ディー
ラーが割賦販売を再開する余地がなかった。1949年 3
月，わが国経済の自立と安定を目指す財政金融引き締
めのため，GHQ経済顧問であったデトロイト銀行頭
取ドッジ（J. M. Dodge）が，インフレと国内消費抑
制，輸出振興を目的に超均衡予算の実施，補給金廃
止，単一為替レート（1ドル＝360円）設定などの
ドッジ・ラインを敷いた。これは 48年 12月に GHQ
から示された経済安定 9原則の実施策としての位置づ
けであった。ドッジ・ラインによって，インフレは急
速に収束したが，49年後半から 50年前半までの約 1
年間は，激しいデフレ状況となった。中小企業を中心
に倒産が相次ぎ，人員整理も合わせて完全失業者は
40万人に達した。
また，この時期にGHQは，「企業合理化 3原則」を
吉田内閣に示した。その内容は，①製品価格の引き上
げ，②赤字融資，③政府補助金の停止，であった。こ
れは事実上の「賃金引上げ禁止令」となり，この影響
で各企業は，経営規模の縮小，工場閉鎖，人員整理の
実施などが強いられた。メーカー各社も生産計画の修
正や人員整理を余儀なくされた。そして，1949年 10
月，いすゞ自動車株式会社（以下いすゞ）と日産自動
車株式会社（以下「日産」）は，人員整理を行なっ
た。大量解雇を不満とする両社の労働組合は，連日団
体交渉，職場放棄，ストライキなどの実力行使を展開
し，解決までにそれぞれ約 2ヶ月を要する大争議に発
展した59）。この時期，このような状況に陥ったのは，
自動車産業だけでなく，多くの産業において同様の現
象が見られた。
2 第二次世界大戦直後の自動車流通
（1） 第二次世界大戦後の自動車産業への統制変化
GHQは，第二次大戦後自動車に対して生産制限を
行っていたが，1947年 6月，年産 300台の小型自動
車生産を許可した。そして，自動車（新車）配給要綱
による普通車の配給統制では，49年第 2四半期から
割当方針が変更になり，業種別配分方法は整理縮減し
た。これにより，トラック，バスの 2部門のみにな
り，販売先の枠を撤廃し，中央保留分の範囲内で追加
申請に基づく自由販売への道が開かれた。また，配給
統制撤廃の要望が強まっていたが，需給状況（49年
7―9月）は申請台数 10，515台に対し，配給台数が 3，
095台であって充足率が 28％であった。このような
状況であったので，安定性本部としては一挙に統制を
撤廃するのは危険で，燃料事情からもその時期ではな
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いという意向であった。9月に入り，通産省は安定性
本部に新車の配給統制を廃して，需要面における自由
競争市場による状態に戻すべきという申入れを行い，
運輸省も撤廃の方向となった。そして，安定性本部で
再検討した結果，10月 20日，安定性本部通牒によ
り，暫定的に一時配車統制を停止する措置がとられ
た。
1） 停止期日－49年 10月 1日より 50年 3月 31日
2） 小型乗用車は GHQの生産制限を受けているの
で，同車種のみ従来通り配給統制を継続する
3） 停止期間の終わる 50年度の方針についてはその
ときの情勢を考慮してあらためて決定する
普通車は 1949年下期から官需の削減，運輸業者の
金詰まりによる購買力低下から有効需要が減退し，在
庫が増加した。通産省による調査では，10月の在庫
数は，全車種の工場在庫が 5，699台，ディーラー在庫
が 4，258台となった。比較的有利な販売条件にあった
小型三輪車も 9月末には約 1，300台の在庫が発生し，
月賦販売実施に移行しなければならない状況となっ
た。以前，通産省は新車販売に際し，月賦販売を積極
的に推進するため，日銀に資金融資の斡旋を依頼し
た。3社の販売関係団体である火曜会も活発な動きを
見せ，融資枠設定の陳情を行い，専ら勧銀と折衝して
いた運輸省も呼応して日銀に働きかけ，日銀でもその
重要性と自動車販売の認識を高め，市中銀行の斡旋を
受諾した。資金は 10億円（トラック 4億円，バス 4
億円，大型 2億円）で，頭金 20％，6ヶ月（分割手形
による決済）という要望に対し，9月には日銀融資斡
旋部長名で日銀各支店宛に斡旋方を通達し，東京地区
では東京日産販売，東京トヨタ販売，京浜いすゞの 3
社が市中銀行との間にそれぞれ 3，000万円の融資折衝
をし，順次資金を入手した。各地でも徐々にではある
が若干の成果を収め，月賦販売は一気に軌道に乗っ
た。しかし，金融情勢逼迫のため要望達成は厳しかっ
た。
（2） 割賦販売の復活
第二次世界大戦後の自動車産業における幸運は，戦
後の年間300台までの乗用車の生産制限が，1949年10
月 25日のGHQ覚書で解除されたことである。また，
49年 11月から 50年 3月にかけて，各車種ごとに撤
廃され，資材の割当制やその公定価格も逐次廃止され
た。次第に生産も販売も自由となったが，業界の競争
が激しくなり，各企業は新技術，新車種，販売組織の
開発，拡充を積極的に進めることになった。当時の経
済的背景は不況で，各企業とも直ちに増産拡販の体制
をとれないことに悩んだ60）。自由販売に移行したが，
「経済安定 9原則」の浸透により，金詰まり状況とな
り，自動車は販売不振のために在庫が増加した。これ
に伴い，売掛金回収の遅延が重なってディーラーの不
渡手形は，8月には 5億円になるといわれた。ディー
ラーはこの状況を打開するために，月賦販売に大きな
関心と期待を寄せた。9月には通産省と運輸省の協力
により，販売業者への日銀斡旋による市中銀行融資の
道が開かれたが，成果は得られず，販売条件も長期化
傾向となった61）。
ドッジ・ラインは，自動車産業では，設備，生産，
販売各方面の資金を復興金融公庫融資に依存していた
ため，需要激減と資金繰りの悪化という影響を与え
た。このため自動車メーカーとディーラーには，在庫
と売掛金増大の過大な負担となった。各メーカーは，
それまでの売り手市場から急激な経済変化に対応しき
れず，在庫をディーラーに押しつけた。ディーラーで
はこれを捌くため，月賦販売したが，信用調査が不慣
れで各ディーラーでも売掛金回収が鈍化し，資金繰り
が苦しくなり，1949年には給料の遅配が起った62）。
一方，全自動車労組も月賦資金問題を取り上げ，30
億円（トラック 20億円，バス 6億円，大型 4億円）の
特別資金枠設定を国会に請願し，1949年末に衆参両
院で採択された。この時期以降，小型二，三輪車も月
賦制確立の要望が強くなった。そこで，興銀各支店と
個々に折衝が行われたが，実際には各企業の財務・経
営内容，販売状況等の著しい違いから，50年 3月に
なっても資金確保ができなかった63）。
3 各自動車メーカーの対応
（1） 日産の状況
自動車販売面では，諸官庁の予算削減や運輸業者の
経営不振，一般の購買力低下により需要減少，在庫増
大，現金販売から掛売り，さらには月賦販売へと変化
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し，そのため自動車各社の資金繰りはさらに厳しく
なった。日産では，戦後 4年間，インフレと諸統制に
よって赤字と借入金の累増があった。日産は利益蓄積
がなかったため，金融に頼り切り抜けてきたが，ドッ
ジ・ラインによって深刻な危機に直面した64）。日産で
は，ダットサントラックだけはメーカーからの引受台
数が販売できていた。しかし，中型のニッサン車は販
売不振であり，この状況を打開するために，購買・生
産・販売などにわたり，厳しい対策を打ち出した。原
料面では，購入材料費の切り下げ，生産面では材料節
約，不良品発生防止に努め，残業も規制して生産費の
低減に力を注いだ。販売面では，月賦販売制の採用，
巡回サービスの実施，宣伝の増加など販売促進を実施
する体制をとった。配給は現金収入となっていたが，
販売のためには現金を犠牲にしなければならず，自由
販売は月賦というシステムを受容しなければならな
かった65）。
ちょうどこの時期に自動車需要が法人から個人へ移
行する兆候もあり，自動車販売において月賦販売が重
視されるようになってきた。月賦販売は，1949年 6―7
月頃から少しずつ再開され，たとえば埼玉日産自動車
（以下「埼玉日産」）では，49年に 206台，50年には
293台と販売を増加させている。一方で，不良業者と
わかっていながらも，手形欲しさに販売し，回収不能
で車両を引き上げることもあったが，結果的には販売
拡大となった。埼玉日産では，49年 4―9月間の第 13
期から，決算のバランスシートに支払手形，受取手形
という言葉が初めて登場した。これは自動車製造と販
売をめぐるすべての統制が解除され，時代が自由販売
競争に突入したことを示す現象の 1つであった66）。
一方，社内でも従業員の紹介販売に対して謝礼金を
出し，側面から販売促進に協力した。直売制の採用も
その 1つであり，日産は日産自動車販売との総代理店
契約を 49年 7月に解除し，各都道府県のディーラー
と直接契約を結んだ。こうした努力は多少の成果が
あったが，在庫台数の増大，タイヤ・鉄鋼の価格引き
上げ，手形の遅延増加により，赤字が増加し，事態は
さらに悪化した。また，社内の在庫台数と入金延滞の
台数合計では，約 3ヶ月分の生産台数にもなり，この
ために賃金も 49年 7月支払い分から一部遅配となっ
た。日産は 49年 10月の労働組合との経営協議会で，
「従業員各位」とする文書を提出した。この文書で
は，企業存続のための重大な決意を表明し，従業員約
2，000名の人員整理と残留者全員の賃金 1割削減を提
案した。当時の在籍者総数が 8，671名であったので，
20％を上回る人員整理案であった。この提案によっ
て組合と対立し，数回の団体交渉を行ったが，整理案
撤回を主張する組合は，職場放棄，抗議ストなどの実
力行使に出た。そして組合も，長期闘争によって生じ
る会社の危機を避けるため，整理案撤回要求から条件
闘争に切り替え，11月 30日，約 2ヶ月に亘った紛争
はようやく解決し，1，826名の解雇について正式調印
した67）。第二次世界大戦後からの約 5年間は，企業の
経営陣にとっても，そこで働く従業員にとっても，最
も疲弊した時期であったといえるかもしれない。
（2） トヨタ自工の状況
豊田喜一郎は，人員整理を避けることが経営者の義
務という考えを持っていた。このため，1949年 12月
23日の労働組合との覚書でも，危機克服の手段とし
ての人員整理は絶対に行わないという一項を盛り込ん
だ。労働組合側も喜一郎の考えに共感し，業績不振の
対応策として会社側から提案された賃金 1割削減を受
け容れ，経費節減運動に協力するなど，労使一体と
なって危機突破を試みた。しかし，金融引き締めによ
る販売不振と売掛金回収の遅滞が悪化し，49年 12月
末には年末資金 2億円の融資がなければ倒産するとい
う事態となった68）。
トヨタ自工存亡の危機に際して，日本銀行名古屋支
店長であった高梨壮夫は，トヨタ自工が 300社以上の
下請け関連企業を持ち，中京地区の産業界に大きな
ウェイトを占めていることを重視し，融資斡旋の対象
とすべきと判断した。高梨は，1949年 12月，日銀名
古屋支店長名で帝国銀行（三井銀行）と東海銀行を幹
事とする 20数行の銀行団による融資斡旋懇談会を招
集し，各行への協調融資を呼びかけた。各行の足並み
は揃わず説得は難しかったが，トヨタ自工は年末決済
資金 1億 8，820万円の融資を受けることができ，危機
を乗り切った。この時の付帯条件は，50年早々，ト
ヨタ自工の抜本的再建計画を検討することであった。
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そこで，日銀名古屋支店は融資斡旋者の立場で，独自
の再建構想をトヨタ自工に提示した。ここで提示され
た再建構想は次の 4点であった69）。
1） 販売会社を分離独立させること
①トヨタ自工振出しの為替手形を，新設の販売会社
が引き受ける。日本銀行はこの手形を商業手形と
見なし，かつ，日銀再割引適格手形とする。
②販売会社は，サイト 2ヶ月の約束手形により車両
をディーラーに卸す。ディーラーは月賦販売し，
買主から受け取った月賦手形を販売会社に裏書譲
渡する。販売会社はこれを見返り担保として，単
名手形により銀行から借入を行う。なお，日本銀
行は，この単名手形を担保適格手形と見なす。
2） ディーラーが売れるという台数だけを生産する
3） 企業再建資金の所要額は 4億円とする
4） 過剰と見なされる人員は必ず整理する
トヨタ自工はこの再建構想の骨子に基づいて具体策
の検討に入った。そして，販売会社の分離独立，すな
わちトヨタ自販の設立に関してトヨタ側を代表してト
ヨタ自工の常務取締役であった神谷が銀行団との折衝
に当たった70）。この折衝が成功し，トヨタ自販の設立
へとつながることになったが，銀行との関係だけでは
なく，ディーラーや労働組合など，交渉相手は他にも
存在した。
Ⅳ 販売会社設立と割賦販売
1 第二次世界大戦後における割賦販売の再開
（1） 割賦販売の復活
第二次世界大戦前後の統制経済においては現金主義
であったため，割賦販売は消滅していた。それが戦
後，新しい形で広範囲に蘇ったのは，メーカーにとっ
ても消費者の生活においても必要となったからであっ
た71）。戦後のわが国企業のマーケティング手法におい
て，消費者金融に急速な発展が見られた。わが国では
消費者金融の初歩的な形式は，はじめに取り上げたよ
うに無尽や頼母子講などのように他の国や地域と同
様，何百年も前から存在した。小売業者は顧客に対し
て非公式に与信していたが，消費者金融がより正式な
ものとして認識されるようになったのは，戦後しばら
くしてからであった。耐久消費財の大規模メーカーや
小売店などは，消費者金融を価値のあるマーケティン
グ手段として認識しはじめ，消費者金融の中でも特に
割賦信用の成長が著しくなった72）。
第二次世界大戦後，割賦販売を最初に復活させたの
は，1949年 8月のリッカーミシンであった。リッカー
は直営形態による月賦予約および月賦方式のミシン発
売した。同じ月に，京都の専門店会がチケット販売を
開始し，50年 5月に，あとで詳しく触れるがトヨタ
自販が割賦販売を開始した。また，丸井，緑屋，丸興
の月賦百貨店が月賦販売を再開し，51年 6月，日本
信用販売が設立された。耐久消費財のメーカーでは，
51年 10月，松下電器産業が最初の月賦販売会社を設
立した。さらにブラザーミシン販売が 52年 5月，前
払式割賦販売を開始し，53年 7月には蛇の目ミシン
工業が前払式割賦販売を開始した。特に丸井，緑屋は
成長し，自動車や家庭用電化製品メーカーやディー
ラーによる割賦販売も盛んになった。信販会社は，相
次いで全国主要都市に生まれた。その前後からチケッ
ト団体による信用販売73）も始まった。以上のように50
年代になると，一気に消費者が購入しやすいように割
賦販売を採用する企業が増加した。やはり，経済状況
が好転してきたことと，国民生活も徐々に回復し，商
品を購入しようという消費意欲が出てきたこととがそ
の背景にあろう。
（2） 第二次世界大戦後の割賦販売
割賦販売は企業における機械設備ほど多くないが，
消費者信用の一部として重要な地位を占めていた。第
二次世界大戦直後の割賦販売は，月賦販売とチケット
販売に区分され，月賦販売の対象は耐久消費財であっ
た。それが対象になった理由として，次の 3点があげ
られる74）。
1） 価格が比較的安定し，月賦期間中の価格下落で月
賦金回収が困難にならないこと
2） 月賦期間中，取戻可能な状態の商品であり，月賦
金回収が不可能になった場合，取り戻して処分可能
なこと
3） 月賦期間中の維持費が少なく，未回収額をその時
の再取得価格よりも常に低く設定可能なこと
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月賦販売は小売業者が行う場合が多いが，メーカー
や卸売業者なども行った。メーカーや卸売業者が行う
場合，小売業者は代理店ないし代行店として，売買契
約締結や集金などの事務を代行するだけで，自己の売
上高に計上しなかった。カメラの場合，メーカーや卸
売業者がそれぞれ行うのではなく，共同月賦販売会社
を設立したこともあったが，小売業者を代行店とした
点は共通していた。例外的に家庭用ミシンや楽器のよ
うに，メーカーが小売店を直営する場合，これらの店
舗を通して月賦販売を直接行った。なお，自動車は月
賦販売の多い商品の 1つであり，メーカーや販売会社
が資金的な支援をしたが，売買契約はディーラーと顧
客の間で行われた75）。
また，チケット販売76）は，小売業者が特定の消費者
にチケット（クーポン）と呼ばれる一種の購入券を交
付し，販売時に商品代金相当額のチケットを受け取
り，その代金を数回に分割して現金で回収するシステ
ムであった。月賦販売は耐久財の販売促進が目的で
あったが，チケット販売は顧客維持のためのマーケ
ティングの性格が強かった。チケット販売は百貨店な
どが単独で行ったこともあるが，日本専門店連盟（日
専連），日本商店連盟（日商連）など小売業者が組織
する協同組合や日本信販のように，小売業者が加盟す
る信用販売会社が中心になっても行われた。チケット
交付団体は一般の消費者から会員を募集してこれにチ
ケットを交付し，加盟店が消費者から受け入れたチ
ケットに対しては，立替払をすると同時に，消費者か
ら月賦金を集金した。加盟店からは一定率の手数料を
受け取り経費に充てた77）。このチケット販売も，戦
後，顧客が商品を入手しやすくするためということ
と，売り手が売上高を上げようとしたり，在庫の減少
を目指すということでは，双方ともにメリットがある
ものであった。
2 トヨタ自工の販売会社設立
（1） トヨタ自工による販売会社設立の前段階
トヨタ自工は，1946年中頃，販売金融だけではな
く，配車，市場調査，部品，サービス，広告宣伝，販
売促進など，販売関連の一切を移管する独自の販売会
社構想を持っていた。しかし，46年 7月に日本自動
車配給株式会社（日配）が解散し，8月にトヨタ自工
は特別経理会社に指定され，10月には企業再建整備
法に基づく整理計画を迫られたため，構想実現には至
らなかった。数回にわたり検討されたトヨタ自工の販
売会社設立構想は，基本的には独自の販売部門を別途
に持つことであった。つまり，マーケティング部門の
分離独立であった。トヨタ自販の設立は銀行団からの
要請であったが，性格的にはマーケティング機能を中
心とした独自の販売会社として継続した。しかし，ト
ヨタ自工の販売会社設立には，①日銀本店の承認，②
銀行団の了解，③トヨタ自工労働組合の説得，という
3点の課題があった。日銀本店の承認については，高
梨がトヨタ自工の再建が中京経済界の安定に必要とい
う観点から，販売会社設立の必要性を説き，ついに日
銀首脳部の承認を得た78）。トヨタ自工の組合が，販売
部門独立に反対であったのは次のような懸念（可能
性・危険性）があったためである。
1） ディーラーの利益代表としてトヨタ自工と対立す
る危険
2） 中間搾取的な機構になる恐れ
3） トヨタ自工の経営政策まで牛耳る恐れ
4） 外車販売
これらの懸念に対し，会社側は，新会社との関係，
予定人事，相互信頼主義などを説明し，組合の心配は
杞憂に過ぎないと説得した。しかし，組合は念のた
め，販売会社の設立構想に次の 5点を盛り込むことを
主張した79）。
1） トヨタ自工の全額出資
2） 株式の非公開と譲渡禁止
3） 増資は全部トヨタ自工が引き受け
4） 役員はトヨタ自工の役員が兼務
5） 両社間で広範な人事交流の実施
当時，トヨタ自工は，GHQの財閥解体政策に基づ
く制限会社令の適用会社に指定されており，組合側の
主張は，「会社の証券保有制限に関する勅令」などの
関係法令での禁止条項の対象となっていた。そのため
組合側はこれを取り下げざるを得なくなり，最終的に
は新会社へ移籍する従業員の労働条件と組合組織に関
する会社側の協調を前提とし，新会社の設立に協力し
た。そして，神谷をはじめ，構成する人員はすべてト
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ヨタ自工を退社し，資本的にもトヨタ自工及びその役
員・従業員は参加しないということになった80）。
トヨタ自販設立の趣旨は，1950年 1月，トヨタ自
工から公正取引委員会に提出した新会社設立趣意書に
端的に表れている。それは，「自動車販売上の根本対
策としてあげられる最も重要にして緊急を要するもの
は，月賦販売制度の確立である。（中略）これはあえ
て米国を例にとるまでもなく，わが国に於いても戦前
行われていたところである。この制度の確立こそ，わ
が国の自動車業界発展の要因たることは，今や常識と
され考えられるに至った。しかるに，この月賦販売制
度には，巨額の運転資金を必要とするのであるが，従
来，製造販売を併せ行ってきた自動車メーカーには，
到底この厖大な資金の調達は至難であり，ここに製造
部門とは別個に，自動車販売を直接事業とする販売会
社を設置し，以て製造金融と販売金融とを区別し，月
賦資金は専ら，この販売金融会社をして調達せしめん
とするものである」81）というものであった。この設立
趣意書には，トヨタ自販というメーカー系列の卸売機
関を設置するだけではなく，顧客が購入しやすい条件
を整備するためには，月賦販売を大幅に導入しなけれ
ばならないということと，卸売機関とは別に販売金融
機関の設置の重要性がにじみ出ている。
（2） トヨタ自販の設立
自販設立構想が最初に持ち上がったのは 1949年の
夏頃であったが，ディーラーに正式にその大綱が示さ
れたのは，50年 1月 14日，ホテルみゆきで開催され
た販売店協会役員会であった。当日の役員会には，ト
ヨタ自工から神谷・隈部両常務以下全重役，部長が出
席し，神谷から新会社の説明があった。神谷は「これ
からの自動車販売は月賦制度を確立しなければならな
いので，そのためトヨタ自動車では販売部門を独立
し，月賦会社を作ることになり来月いっぱいにこれを
設立することになった。この新会社はトヨタ自動車を
再建する方策であると同時に，将来の自動車販売を軌
道に乗せるためのものである。新会社では月賦手形を
取り扱うので，月賦に対する協力如何が会社の将来を
決定する。理想的な会社とするために販売店の協力を
お願いしたい。金利も現在の 6銭 5厘 8毛を 5銭とす
る。一方，小型車の生産もようやく軌道に乗ってきた
ので，大型車同様に月賦扱いする考えで，それは頭金
20ないし 30％，3ヶ月月賦とし，できれば 6ヶ月ま
での取り扱いをしたい。現在の金融事情では，その程
度ならなんとか賄ってゆけると思う。とにかく私はこ
れによって，自動車の普及発達に貢献できると信じて
いる」82）と述べた。自販設立に関して，ディーラー代
表者達からの異論はなかった。
資金計画とトヨタ自工の出資能力から一時頓挫した
自動車販売会社は，構想を新たにし，再度設立へ動き
はじめた。そして，トヨタ自工は 1950年 4月，トヨ
タ自販（資本金 8000万円）を設立した。銀行団の説
得は高梨が中心となって行い，帝国銀行と東海銀行の
理解と協力によって了解が取付けられた。販売会社社
長の人選は，トヨタが日銀に一任し，銀行団協議の結
果，神谷が満場一致で推薦され，社長に内定した83）。
トヨタ自販では，三井銀行，東海銀行を幹事とする
シンジケート結成により，15億 5000万円の月賦融資
枠を獲得した。これによって 10ヶ月程度の分割払手
形が銀行に持ち込めるようになった。当時は手形は大
抵が 3ヶ月を限度としていたので，このシンジケート
の発足はその後の日本の流通業界にとって大きなエ
ポックとなった84）。当時の常識では愛知トヨタ社長山
口昇が指摘したところによると「1年以上では割賦と
はいえない。2年というのはダンピングに等しい」と
考えられていた時期であったが，1950年のトヨタ自
販設立後，需要拡大のための販売戦略として，月賦販
売は急速に大衆化していった85）。
トヨタ自販が業務を開始して間もない 1950年 6月
23日，神谷は自動車月賦の本場であるアメリカの実
情視察のため，ニューヨークに向かった。神谷がアメ
リカ視察から帰国したのは，8月 20日であった。第
二次世界大戦中，自動車供給が停止した経験を持って
いるアメリカ国民は，自動車を 1台の者は 2台，2台
の者は 3台と買増しを希望し，ディーラーは顧客対応
に忙しい状況であった。これは自動車金融に関連して
おり，月賦金融は野放し状態の月賦を行っており，頭
金無し 36ヶ月などで業界紙に広告を出していた。ア
メリカの生活水準が高いのは，この有効な月賦経済に
よるものであり，月賦については 1つの会社に 2―3年
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以上勤めている者は，自動車月賦の購入資格者であっ
た。購入者は手形の裏書は絶対にせず，販売店には現
金が入るので非常に楽であった。自動車には保険がつ
いており，月賦申込書には必ず保険会社の申込書がつ
いていた。事故のある場合には，金融機関はその損害
を全部保険でカバーしてくれるので，不安もなく，販
売店も関わる必要がなくこの点でも仕事が楽であっ
た86）。以上の神谷の報告からは，今後自動車需要がわ
が国でも伸張するということと，月賦販売がこの時代
以降，一気に浸透するであろうという洞察，そのため
には販売金融会社の設置が必要であるとの考えが出て
いた。
トヨタ自販は，1950年 4月に設立されたが，当時
の日銀側やトヨタ自工は，アメリカの GMACのよう
な販売金融会社の設立を描いていた。それは初期の設
立目的に，次の内容が盛り込まれていたためである。
1） 資金の合理的運用を容易にするための生産資金と
販売資金の分離
2） 月賦販売制度の確立
3）販売資金のための新しい金融ルートの創設とあるの
で，ディーラーの卸売金融を通じてのディーラー・
ヘルプと消費者信用のファクタリング的機能
そして，トヨタ自販の月賦対象とは次の通りであっ
た87）。
1） 月賦対象 4億円
2） 主な営業種目は自動車及び部品の一手買取り，販
売
3） 月賦条件
①月賦期間，トラック 6ヶ月，バス 8ヶ月，小型 3
ヶ月
②頭金 2割以上
③手数料日歩 5銭
④月賦対象台数，普通車 500台，小型車 250―300台
4） 手形の保証はディーラー及び新会社の連帯保証
そして，販売金融を目的としてスタートしたトヨタ
自販は，1982年 7月にトヨタ自工と統合するまでの
約 32年間に，マーケティングとその実践を中心とし
た会社に変貌を遂げ，現在のトヨタ自動車がマーケ
ティング・チャネルを構築する礎を固めたといえる。
（3） 共同月賦販売会社構想
1949年に日本自動車工業会は，自動車販売におけ
る資金不足を憂慮し，普通車メーカー，ディーラーに
よる自動車割賦販売資金の拡充を狙った欧米並みの
「自動車月賦金融会社の設立」案を公式に打ち出し
た。これを受けて製造・販売両業界の連絡機関である
「二十日会」が設けられ，実現に向けて協議が行われ
るようになった88）。これは月賦資金確保の困難性の一
面を端的に表していた。当初，資本金 1億円，金融界
並びに保険団にも呼びかけ，比較的好調な滑り出しで
あった。日銀との事前折衝に難航したが，50年 2月，
一般金融方式によって，その協力を得て新会社設立の
手続きは具体的に進められた。そして，50年はじめ
に，トヨタ自工，日産，いすゞの 3社協同出資による
月賦販売会社設立を申請したが，日銀本店は，特定産
業の消費者金融会社は時期尚早と却下した。
その一方で，同時期にトヨタ独自の販売会社設立の
機運が高まり，これに伴いトヨタと他 2社との対立関
係は微妙なものとなった。しかし，関係首脳者の会談
により，トヨタ自工側の協力方針が明確になった。ト
ヨタ自工の動きは，月賦販売を円滑に進めるための具
体的な進捗とともに，他社との微妙な対立を生んだ。
トヨタ自販の設立により，月賦販売会社は一時頓挫し
たが，1950年 4月中旬の自工会理事会で原則的には
その推進を一応再確認した。関係メーカーを発起人よ
り除外し，見返り資金及び内外資導入という新構想を
練って再出発した。ただ，金融面から停滞状態に陥
り，大蔵省で研究中の銀行業法案との関連上，しばら
く静観の形となった89）。
トヨタ自販では共同月賦金融機関の設立について異
論はなかった。設立が別個に計画されるものに反対は
しないという消極的態度であり，トヨタ 1社の資金枠
拡大には終始努力を払った。トヨタ自工は 1951年下
半期当初，工業会に対し月賦金融の確保を新たに起こ
すべきであると進言した。
むすび
本稿では，前稿で残されていた課題であったわが国
における耐久消費財の普及と消費者信用システムの導
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入・浸透を考察することを主眼とし，自動車を中心に
みてきた。アメリカにおける自動車の販売拡大に見ら
れたように，割賦販売の導入・浸透が，耐久消費財の
製造量，販売量，そして，消費・使用量に影響してき
たといえる。ただ，流通やマーケティングにおいて，
地域的な差が生じるのは当然である。その背景にある
理由は，社会の成熟度合いといってもよいものかもし
れない。
わが国では，鎌倉時代から割賦販売の起源が見られ
た。それが中世，近世となるにしたがい，割賦販売を
採用する機関やその方法（システム）が更新されてき
た。ただ，それは品田（1960）が区分しているよう
に，わが国で陳腐的割賦販売と近代的割賦販売の分水
嶺となる 20世紀になると，全く違うものとして捉え
てもよい状況となったといえる。したがって，陳腐的
割賦販売においては，わが国の方が，歴史が長いこと
からアメリカよりも進んでいた。しかし，近代的割賦
販売，またアメリカでのそれ以前の準備段階といって
もよい 19世紀初頭からの発生，導入期の状況につい
ては，アメリカでの割賦販売を目標にしながら，わが
国の事情にあわせて修正をしてきた歴史といえる。
割賦販売を実施することにより，消費者・ユーザー
が商品を使用できるシーンが拡大し，物質的生活が豊
かになったのは，自動車の普及を見てもわかる。格段
にモノやヒトの移動が変化した。一方で，多くの問題
が浮上したのも事実である。特にわが国では，割賦販
売に対する法制化は他の国や地域と比べると非常に遅
れた。本稿で対象にした時期以降である 1960年，漸
く割賦販売法が制定されたわけである。わが国の割賦
販売は，小売業者が独自に割賦販売を行ってきた時代
から，アメリカの耐久消費財メーカーであるシンガー
ミシンやフォード，GMにより，大きな影響を受けて
きた。アメリカでの割賦販売の状況と異なったのは，
これらのメーカーがわが国において割賦販売を導入し
ようとした時期や社会の状況，消費者の経済的状況な
どが異なっていたことであった。また，割賦販売が浸
透しかけた時期には，2度の世界大戦があった。これ
により，割賦販売を提供しようとする主体や金融機
関，仲介する機関，そして，利用する消費者・ユー
ザーには大きな影響があった。そこでは，システムと
して完成されつつあるものであっても，受容する主体
やその環境が整備されていなければ，全くマーケティ
ングの道具としては用をなさないことが示唆された。
ただ，徐々にではあるが，戦争により大きな影響を
受けたわが国の経済や社会，消費者・ユーザーは，次
第にその影響が薄くなるにつれ，自動車についてでは
あるが割賦販売を受け容れる状況になってきた。わが
国における生産金融はここでは取り上げなかったが，
消費者金融を可能にしてきたのには 2つの理由があろ
う。1つは，供給側の使命感である。国民所得の数倍
にも相当する高額商品をいかにして販売するかという
ことに対しては，誰にでも買いやすい制度を作る以外
にはないという理念が貫かれていた。それは供給側の
努力だけでなく，銀行の理解と協力もあった。もう 1
つは，自動車自体の特性である。各種の法的手続きが
とられることで，自動車の所有者を常に明確に把握可
能となった。またその物理的耐用年数によってある程
度比例した形で商品としての残存価値が社会的に認め
られている。これは中古車市場と，下取りシステムの
存在によるところが大きいが，そのために商品が常に
担保力を持つと同時に，債権確保の手段ともなっ
た90）。
しかし，自動車メーカーやディーラーは，消費者・
ユーザーの生活を豊かにしたいという意思よりも，彼
らが経済的に逼迫していく中で，割賦販売をその突破
口として考えていた意図が前面に出た。それにより，
第二次世界大戦後は，行政機関や金融機関，業界団体
を巻き込んで割賦販売を復活，浸透させる努力が続い
た時期であったともいえよう。割賦販売法の法制化以
前の時期であったが，顧客に自動車を販売するメー
カーやディーラー，そして，販売金融を引き受ける金
融機関が次第に増加していった。
法制化されるよりも実態の方が進むのが早いことは
何も割賦販売という 1つの販売方法に限ったことだけ
ではない。今後は，朝鮮戦争後，一気に拡大した自動
車需要と割賦販売法の法制化前後の時期から，よりシ
ステム化された割賦販売による耐久消費財，特に自動
車の普及，そのためのマーケティング・システムの変
遷について考えていきたい。
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